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給与制度勉強会第 2弾  

「人事院勧告と大学教職員の給与」開催 
11 月 1 日（火）18 時から，法文学部棟多目的室にて，学習会「人事院勧告と大学教職員の給与」が行わ

れました．講師の全大教書記次長の森戸文男さん からは，地域間配分の見直しや俸給表水準を平均

4.8％引き下げるといった，2005 年人事院勧告の概要が紹介されました．俸給表水準の引き下げについて

は，新給与表が適用されることになると，対応する級になるまでは昇給がストップとなり，現給は保障されま

すが，たとえば 5 年間の損失は，教育職（一） 表の 5 級（教授）13 号適用者では 230

万円，行政職（一）表の 5級 10号適用者では150 万円にもなるとのことです．（この計算の表

はホームページ資料室にあります）このように，大きな変更になることが具体的にわかりやすく説明され，ま

た全大教の人勧適用反対の論点も解説していただき，大変勉強になりました．参加者からも多くの質問がよ

せられ，有意義な時間となりました． 

 

学長交渉要求！ 
 

組合は先日の学長会見の内容を検討し，学長交渉を要求しました．要求書は裏面

の通りです． 

それを受けて，学長交渉の期日が決定しました．日程は以下の通りです． 

期日：11 月 10 日（木）11 時～ 
 組合は，職員の給与に関わる人事院勧告の準拠に対して反対していきます． 

島根大学職員組合

全大教



2005年10月27日 

島根大学長 

本 田 雄 一 殿 

島根大学職員組合     
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学長交渉の開催について 

 

 10月５日に開催された学長会見を受けて，本学教職員の給与問題を主な議題とする学長交渉の開催

を要求します。組合の要望する日時，交渉事項等は以下の通りです。なお，今回は限られた時間の中

での話し合いになりますので，説明等は端的にしていただくようお願いします。 

 

記 

日 時：10月27日(木)～11月９日(水)までの９時～17時の時間のうち１時間程度(連絡調整をお願い

します) 

場 所：貴職でご指定下さい 

出席者：組合員15名程度 

交渉事項 

島根大学教職員の給与について 

人事院勧告(以下，人勧と記す)制度の合理性，社会情勢への適合等を理由に，人勧に準拠した給

与改定を行うと表明されましたが，国立大学法人である島根大学職員の給与を人勧に従い決定する

ことは不合理であり，納得できるものではありません。人勧準拠という考え方に反対します。 

理由１  人勧の考え方そのものに問題があります。 

・ 今年度，平均給与に官民格差が生じた原因の１つは，大学教職員など低所得公務員

が法人化されて切り離されたことにあります。今後，さらに低所得公務員を切り離す

ことがあれば，残った公務員給与は自動的に上昇し，官民格差は拡大すると考えられます。

その意味で，人勧の現在のやり方は大きな問題があります。 

・ 扶養手当の削減は少子化を食い止めようとしている現在の方向性と逆行しています。

将来の学生確保を考える上でも，大学として反対すべきです。 

・ 現在の社会システムを考えれば，優良企業は東京など都市圏に集中するのは当然で

あります。そういう状況であるにもかかわらず，最低の地域に基本給与を合わせるこ

とは問題であります。 

理由２  島根大学は，国立大学法人であり，その独立性を考えると人勧準拠は不当です。ま

た，法的には労働基準法の適応下にあり，余程の合理的理由がなければ，給与を下げる

ことは許されません。人勧準拠による賃下げは，合理的理由には当たらないという判例

もあります。 

 

もし，人勧の考え方に準拠するならば，国家公務員給与・民間給与水準の80％台しかない島

根大学職員の給与は上げるべきです。 

 

（質問事項） 

１．島根大学教職員の給与は全国で見ると低いものの，島根県や松江市の給与と比較すると高い｣と

説明されましたが，その根拠を具体的に示してください。 

２．島根大学の人材確保のために，「職場が働きがいのある，魅力的な事業体として発展するよう努

力をする」と表明されましたが，具体的な方策をお話し下さい。 


